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2023 年 11 月期有価証券報告書に係る監査報告書 

における限定付適正意見に関するお知らせ 

 

 当社は、第 42 期（2023 年 11 月期）の連結財務諸表において、限定付適正意見のついた

独立監査人の監査報告書を本日受領いたしましたので、下記のとおりお知らせいたしま

す。 

 

記 

 

１．監査を実施した監査法人の名称 

 監査法人アリア 

 

２．監査報告書の内容 

 受領した第 42 期(2023 年 11 月期)の連結財務諸表に係る監査報告書の限定付適正意見

の根拠は以下(原文抜粋)のとおりです。 

 

限定付適正意見の根拠 

会社は、特定の取引先（以下「Ａ社」という。）との取引に関連し、過年度決算におけ

る会計上の連結対象範囲の判断等についての疑義が判明したことを受けて、外部の弁護士

及び公認会計士による特別調査委員会を設置して調査を進め、特別調査委員会より 2023 年

３月６日付で調査報告書を受領した。同調査報告書においては、2009 年３月 27 日から

2014 年９月 29 日までの期間については、Ａ社株式を保有するＧ社及びＨ社（会社の創業

者であり前代表取締役会長の森山茂氏（以下「森山氏」という。）及び同じく創業者の f

氏それぞれの資産管理会社）が、会社の「緊密な者」（以下「緊密者」という。）に該当

し、かつ、Ａ社の財務及び営業または事業の方針を決定する機関を支配している可能性が



2 

 

あると認められるため、Ａ社は会社の子会社に該当する可能性が高いとされている。ま

た、2014 年９月 30 日にＡ社の全株式がＧ社及びＨ社からＡ社の代表取締役であったｃ氏

（2010年 10月 20日に就任し、現任。）に譲渡され、調査期間末日の2023年３月５日に至

るまでＡ社の代表取締役ｃ氏がＡ社の全ての議決権を所有しているが、ｃ氏は会社の緊密

者又は同意している者に該当せず、また、会社が企業会計基準第 22 号第７項（２）②から

⑤に規定されている要件（以下「支配要件」という。）を充足しているとは認められない

ため、Ａ社は会社の子会社には該当しないとされている。会社は、この調査報告書の内容

を踏まえ、2014 年９月 29 日までの期間については、Ａ社は会社の子会社に該当する可能

性があると判断する一方で、2014 年９月 30 日以降の期間については、Ａ社は会社の子会

社に該当せず連結対象範囲に含める必要はないと判断している。 

しかし、前連結会計年度の前任監査人の監査では、2014 年９月 30 日以降の期間につい

て、会社とＡ社の親密な関係性に関し、緊密者該当性及び支配要件充足性の判定に与える

影響が軽微であると評価するためには、より強い証拠力を持つ監査証拠が必要となると考

えられ、会社が利用する特別調査委員会の調査結果の基礎となる関係者から提供された関

係資料やヒアリング供述内容の真偽及び完全性並びに網羅性の検証を含む、支配の有無を

一義的に判断するに至るまでの客観的かつ十分な記録や証憑を入手できず、主として、過

年度におけるＡ社への以下のホテル「物件①」及び「物件③」の販売用不動産の売却取引

に係る売却益に関してＡ社を子会社として連結の範囲に含めて未実現利益が消去されるべ

きであったか否か、そして、その未実現利益の消去に伴い販売用不動産、繰延税金資産、

利益剰余金について修正が必要となるかどうかについて、判断するための十分かつ適切な

監査証拠を入手できなかったとして、前連結会計年度の前任監査人の監査意見は、限定付

適正意見となった。 

物件名 売却時期 売却額（百万円） 

ホテル「物件①」 2016 年 11 月 2,900 

ホテル「物件③」 2019 年 ２月 4,300 

 （注）文中の氏名等の略称は、2023 年３月７日付「特別調査委員会の調査報告書公表

に関するお知らせ」に添付された「調査報告書（開示版）」に用いられているものを使用

した。なお、ホテル「物件①」は 2018 年３月に会社がＡ社から再度取得している。 

当監査法人は、前任監査人指摘の限定事項に関し、特別調査委員会の調査結果、前任監

査人の監査結果や会社の状況等を踏まえ、当連結会計年度の連結財務諸表について影響を

慎重に検討した。 

当連結会計年度においては、特定の取引先Ａ社との関係性が指摘されていた森山氏が

2023 年２月 27 日付で代表取締役会長から退任したことと、その後の再発防止策の実行に

より、会社と特定の取引先Ａ社との関係性はさらに希薄化したため、Ａ社は会社の子会社

に該当せず連結対象範囲に含める必要はないと判断した。このため、当連結会計年度にお

いては、Ａ社が保有するホテル「物件③」の未実現利益の限定事項は解消していると判断

した。さらに、会社は、当連結会計年度に、ホテル「物件①」を会社グループ外の第三者

に売却したため、前連結会計年度の限定事項は完全に解消したと判断した。 

しかしながら、前連結会計年度については、前任監査人の指摘事項は解消しておらず、

Ａ社を子会社として連結の範囲に含めてこれらの未実現利益が消去されるべきであったか

否か等について、前任監査人と同様に、当監査法人も、十分かつ適切な監査証拠を入手で

きていない。 

この結果、当連結会計年度においては、過年度に会社がＡ社から再取得し、未実現利益

を含む可能性のあるホテル「物件①」の販売用不動産が、前連結会計年度から繰越され、

当連結会計年度の販売用不動産の期首残高に含まれており、当連結会計年度に会社グルー

プ外の第三者に売却され利益を計上したことから、過年度に消去すべきであった可能性の
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あるホテル「物件①」の未実現利益相当が当連結会計年度の売上原価に影響を及ぼしてい

る可能性があるが、これらを含む当連結会計年度の売上原価、期首利益剰余金等について

修正が必要となるかどうかについて判断することができなかった。 

これらの影響は、当連結会計年度の売上原価、期首利益剰余金等の特定の勘定科目に限

定され、他の勘定科目には影響を及ぼさないことから、連結財務諸表全体に及ぼす影響は

限定的である。したがって、連結財務諸表に及ぼす可能性のある影響は重要であるが広範

ではない。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査

を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結財務諸表の監査における監査

人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に

従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の

責任を果たしている。当監査法人は、限定付適正意見表明の基礎となる十分かつ適切な監

査証拠を入手したと判断している。 

 

３．監査報告書の受領日 

 2024 年２月 28 日 

 

４．今後の対応 

 当社は、2023 年８月 31 日付「販売用不動産（ホテル）の売却による監査報告書並び

に四半期レビュー報告書に係る限定事項解消に関するお知らせ」にて公表のとおり、当

社が第 39 期以降に監査法人から受領した監査報告書及び四半期レビュー報告書において

限定付適正意見、限定付結論（以下限定付意見等）の根拠として示されている『ホテル

「物件①」』を企業外部の第三者に売却いたしました。  

これにより監査報告書並びに四半期レビュー報告書に係る限定事由は解消しておりま

す。 

 

当社は一連の会計上の疑義を招いたことを真摯に受け止め、今後におきましても 2023 年

３月 31 日付「再発防止策の策定及び役員報酬の自主返上に関するお知らせ」にて公表し

ました会計コンプライアンス宣言並びに再発防止策の実践を通じた適正開示を継続する

所存です。 

 

 株主の皆様には、多大なご迷惑とご心配をおかけしますことを深くお詫び申し上げま

す。今後ともご支援賜りますようよろしくお願い申し上げます。 

 

以 上 


